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１．土浦の概要

　東京から60km圏内、霞ヶ浦西岸に位置し、市域は東西14.4 km、南北17.8 km、面積114k㎡、人口約14万人の都市である。霞ヶ浦は日本第2の広さを持ち、水や緑に囲まれた自然豊かな都市であり、県南の政治、経済、文化、商業の中心都市として発展してきた。
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都会的      

革新的・前衛的な活動  

教育に注目した革 新的な MP を土浦市 で実行する ！！！    

2006年には新治村を編入し、筑波研究学園都市に隣接した業務核都市の指定を受けている。
土浦の歴史

土浦の歴史はかなり古く、今から一万四千年以上前に、集落があったことを知らせる遺跡が市内各所で発見されている。中世になると各地の豪族が勢力争いを展開。佐竹氏による常陸平定によって奈良時代から続いた常陸国が無くなった。この中世ごろから「土浦」という地名が初めて歴史的資料に登場する。江戸時代に入ると江戸と水戸を結ぶ「水戸街道」の中継地として整備が進んだ。霞ヶ浦などから江戸湾に至る水路も形成され、年貢米・醤油などを積んだ船が行きかっていた。このように水陸交通の要所となった土浦は本陣・旅篭などが置かれ、多くの商家が集まりかなりの賑わいをもち産業・交通ともに常陸国第二の都市として繁栄していた。明治時代に入ると廃藩置県により、土浦県となった。鉄道が1896年に通り田端と土浦を結んだ。昭和になると先の大戦で霞ヶ浦海軍航空部隊予科練習部等が置かれ軍都としての顔を見せた。しかし時代がたつにつれ隣り合わせにつくば市ができ、人口・商業などが追い抜かれていった。さらにつくば市には新線開通・沿線開発が盛んに行われ土浦市街地の力は以前ほどではなくなってしまった。
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２．土浦の現状

2-1　人口
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将来人口と出生率の推移
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現在の土浦市の人口増加率は約100%となっており、横ばい状態である。世帯数も少しずつ増加はしているものの全体的な割合でいえば変化はほとんどしていないように見られる。
県南の中核都市として人口成長は必要なのではないかと思われる。高 齢者の割合が着実に上昇していることも注目すべき点である。
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図２－２　出生率別人口割合の将来推移
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図２－3　出生率別人口割合の将来推移

図2-2、2-3より将来人口・出生率は減少・下降傾向にあることが分かる。約40年後には現在に比べて総人口が約4万人減少し、出生率は0.3ポイントほど下降することが図より予想され、年齢別人口ではやはり高齢化が進み、全人口の4割近くを高齢者が占める。

年少人口の減少はそれほど大きくはないものの、生産年齢人口の減少、高齢者の増加が大きく、労働人口3人で高齢者を2人支えなければならない未来が予想される。
2-2 交通
2-2-1 概要
土浦市内の主な交通手段・交通網整備の現状としては、図2-4が示すように、①鉄道　②一般道路　③高速道路　の3つに分類される。
①の鉄道についてはJR常磐線の荒川沖駅、土浦駅、神立駅の3駅が土浦市内に配置されており、また土浦駅からTXつくば駅まで関東鉄道バスで25分という好位置にある。
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  ②の一般道路は図2-4で分かるように南北の国道6号線と国道354号線、東西の国道125号線がその交通の要となっており、③の高速道路は市西部を南北に走る常磐自動車道が首都高速と直結しており、桜土浦I.Cと土浦北I.Cの2ヵ所を有する。
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2-2-2 まちづくり活性化バス　キララちゃん
　中心市街地の活性化、バス利用不便地域の緩和、公共交通利用の促進を目的とし、NPO法人「まちづくり活性化バス土浦」により運営されている市民バスで、平成19年4月より本格的な運行が開始されている。
　運賃は大人1人100円、子ども50円で、市民会館や市役所などの数箇所でパーク・アンド・バスライドも可能。

　利用者は段々と増加している。
2-2-3 財団法人　土浦地区交通安全協会
昭和23年5月に発足され、以下を主な事業内容として土浦地区の交通安全に尽力している。
1 交通安全思想の普及・交通環境の改善と交通安全施設の設置申告助言
2 年間を通じた街頭活動と交通安全運動時の特別街頭活動

3 高齢者対象の交通安全講座等の開催

4 小学校自動等に対する通学路安全指導と交通安全教室への支援等
2-2-4 交通事故統計
土浦市の交通事故発生件数は、平成13年度まで急激に増加し、その後一時減少したものの平成15年以降再び増加に転じている。

　平成19年度のデータによると土浦市における交通事故発生件数は約1,600件で平成12年度の約1,700件から100件も減少していることが分かる。

また交通事故による死傷者数も平成12年度の2,181人から2,085人へと減少している。

2-3 産業

2-3-1産業全体

全体で就業人口は減少しており、第1次、第2次産業の割合が減少、第3次産業の割合が増加している。


2-3-2農業
土浦市はレンコンの生産高が全国1位である。「茨城県農林水産統計年報」によると平成17年のレンコンの作付面積は495ha、生産量は9400ｔ。農業産出額は約29億3000万であるという。また、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(かき),花卉)栽培も盛んで、（農業産出額は約9億6000万）その中でも、グラジオラスは、県の銘柄産地、アルストロメリアは県指定銘柄推進産地となっている。（青果物銘柄産地は，昭和５７年に県が制定し，平成１６年１１月に指定要件等の見直しを行った制度で，この指定を受ければ，茨城農業改革の方向である「消費者に喜んで食べてもらえるモノづくり」に転換した優良産地であると評価されたことになる。）
2-3-3水産業

霞ケ浦は江戸時代から漁業が盛んであり、昭和53年の漁業生産量は17487ｔであった。しかし、水質の悪化や外来魚の増加などにより、生産量は減少し続け、平成16年では1794ｔであった。主力となっている生産物はワカサギ、シラウオ、エビであり、ワカサギについては現在、資源復興計画が進行中である。

2-3-4工業

工業統計調査によると平成12年と17年を比べると、市内の事業所の数は減少しているが、従業員数と製造品出荷額は増加している。

現在は日立や東レが工場を構える、主力である工業団地、神立工業団地にくわえ、テクノパーク土浦北、東筑波新治といった新たな工業団地の誘致を進めている。

2-3-4商業

平成6年と16年を比較すると事業所数、従業員数、年間所品売上額すべてが減少している。また小売業については、大型店以外の店舗数は大型店の約48倍であるが、売り場面積の合計は、大型店の方が上で、大型店以外の総売り場面積は大型店の約60％しかない。しかし、西友、丸井といった大型店が閉店、撤退しているという事実からもうかがえるように土浦市の商業は芳しい状況ではないといえる。
2-4 福祉

2-4-1 育児政策
保育所が22箇所ある。子育て支援短期利用事業、児童手当（所得制限あり）、子育て交流サロン「わらべ」等がある。

· 現在土浦市が掲げている育児政策の基本的な考え方

「子ども自身の育ちを支える」

「子育て家庭を支える」

「地域全体で子育てを支える」

· 計画達成のための方法

1 地域との連携

各種広報紙や子育て情報誌などを活用し、住民に対する子育て関連情報の提供と意見の収集。また住民・行政の協働による施策推進を図るため、地域住民との連携を強めつつ近所が互いに助け合い、地域ぐるみで子育てを支援できるような風土を作る。

2 企業との連携

企業や商工会議所との連携を促進し、企業が子育て支援に取り組み、仕事と子育てを両立できるよう、育児休業制度の定着、労働時間の短縮や弾力化と妊産婦の健康管理など、就労に関する環境の整備を啓発する。

3 関連機関との連携

国・県・他市町村、関係機関との連携を図り、情報提供、イベント開催など効果的な子育て支援を可能に。

　また、保育所・幼稚園・学校・児童館などは、もっとも身近な子育て支援機関であることから、関係機関・団体や地域の人々と連携し、それぞれの地域の中核として地域に根ざした子育てを支援する。

　少子化が進みその対策が急務であるので他の地方自治体でもおこなわれている一般的な施策が多く、土浦市ならではの特色を持った施策を見つけることができなかった。当市の魅力をアピールできるような少子化対策の施策が必要である。

2-4-2 海外の事例から見る出生率回復のヒント


上のグラフを見てわかるように、近年欧州諸国は出生率が回復傾向にあるのに対し、日本は未だ減少傾向にある。欧州諸国が出生率の回復に成功した要因として年金制度の工夫があげられる。毎日新聞（04年6月11日）によれば、「フランスでは3人の子どもを9年間養育した男女に年金額を10％加算するなどし、出生率を94年の1.65から02年に1.88に回復させた。スウェーデンは、子どもが4歳になる間に所得が減っても、年金計算は(1)子どもが生まれる前年の所得(2)年金加入期間の平均所得の75％(3)現行所得に基礎額（約50万円）を上乗せした金額－の3通りから最も有利なものを充てるなどの対策で、01年に1.57だった出生率は02年に1.65に伸びた。」そうだ。

　上のアンケート結果からもわかるように出生率が回復している国々では子供をもっと増やしたいという声が多く聞かれることがわかる。当然といえば当然だが、それだけ福祉国家的な託児所の整備、企業の支援制度や男女の育児分担、子育て世代への財政的支援・税制優遇などが高い水準でおこなわれているということだろう。

　先進諸国の少子化の要因の一つとして、女性の労働参加による機会費用の増大があげられている。そしてスウェーデンに代表される北欧諸国が出生率を回復させた要因としてこの機会費用負担を軽減することに成功したためであると分析されている。実のところこの対策は労働市場と家庭における男女平等、児童福祉の推進を目標として行った政策努力の「副産物」であったといわれている。

　スウェーデンの家族施策として、[1]児童手当、[2]両親保険制度及び育児休業、[3]保育サービスを挙げることができる。
　スウェーデンの児童手当の特徴は、全児童が対象となっており、受給年齢が長い点である。日本の児童手当には所得制限があるが、スウェーデンでは、全ての16歳未満の子供を持つ親は、子供１人当たり月額950クローナの児童手当を受け取ることができ、更に多子の場合は加算が受けられる。他にも、子供が16歳を過ぎても義務教育相当の学校に通っている間支給される延長児童手当、両親が離婚して一方の親と同居している子供であって、もう一方の親が養育費を払わない場合に、国が養育費を立替払する養育補助費等がある。
　両親保険（parental insurance）は、1974年に導入された育児休暇期間中の収入補填制度であり、両性が取得できるという点で世界初の試みだった。育児休暇の取得を男性にも義務づけ、育児参加を促進し、女性の家庭内労働の負担及び機会費用の負担軽減に寄与するという点が特徴である。手当の内容は、妊娠手当（女性が妊娠により仕事に就けない場合、給与の80％が最高50日間支給）、両親手当（育児休業をした際、390日間は給与の80％が、残り90日間は60クローナ（最低保証額）が支払われる）、一時的両親手当（12歳未満の子供の看護等のために休業期間について子供１人当たり、給与の80％が原則60日間支給）となっている。
　また、給与の80％が両親手当で保証されている育児休暇390日間のうち、配偶者に譲れないパパクォーター・ママクォーターはそれぞれ60日ずつ、どちらかに譲り合える分はそれぞれ135日ずつある。育児休暇は、出産10日前から８歳の誕生日までに親の事情に合わせて、出勤時間の全日、3/4日、1/2日、1/4日と取得することも可能で、連続してとらなくてもよい等、柔軟な制度となっている。
　スウェーデンでは、両親が働くために子供を託児所に預ける権利があり、地方公共団体は、子供を預かる義務を法律で負っている。そのため、親が働いている等の理由で保育サービスを必要とする全ての１～12歳児にサービスが提供されており、保育施設が充実している。2002年において、１～６歳児の81％、７～９歳児の22％、10～12歳児の９％という非常に高い割合で保育サービスが利用されている。
　さらに、家族政策を補完するものとして、年金制度を挙げることができる。育児、高等教育、兵役期間中については保険料の納付が免除され、当該期間は保険料が支払われたものとみなされ、年金給付額が計算される。
2-5 環境
2-5-1水環境　

土浦市の環境問題の最大の懸案事項は霞ヶ浦及びそれに流れ込む河川の水質の悪化である。土浦市の大気汚染についてはまったく問題ないとはいえないものの、土壌汚染に関してはほぼ問題ない。それらに比べ霞ヶ浦とそれに流れ込む河川の水質汚染は深刻である。

市内の雨水や生活排水等は、下水道等や市内を流れる河川などを経て、最終的にすべて霞ヶ浦に流れ込む。霞ヶ浦及び河川の水質の水質汚濁は有機汚濁や富栄養化による水質汚濁の状況が続いている。霞ヶ浦の水質悪化は昭和53年、54年度にピークを迎えたが、昭和56年｢茨城県霞ヶ浦の富栄養化の防止に関する条例｣の制定、それに基づく計画などにより、総合的な水質保全対策に取り組んだ結果それ以後改善が見られた。しかし近年再び悪化し多くの水域で環境基準の達成は得られていない。

琵琶湖にも、「琵琶湖条例」（滋賀県琵琶湖の富栄養化の防止に関する条例）が、昭和５４年に制定されていることを考えると状況は似ているように思われる。

2-5-2 環境教育・環境学習
土浦市の児童・生徒に対する教育としてはそのほとんどが霞ヶ浦の水環境に関するものである。

1 　霞ヶ浦水質浄化親子研修会　

子供達に浄化意識や郷土の湖に親しむ心を育んでもらう事を目的に毎年開催されている催し。霞ヶ浦の水質浄化について、遊覧船で霞ヶ浦に乗り出し湖上で実際に霞ヶ浦にふれて、親子で考え学んでもらう研修会。約90名が参加。

2 　水のたんけん隊

市内の小学校4 年生以上の児童を対象に，夏休み期間を利用して霞ヶ浦に流入する河川の源流を探る研修会。この過程で，水がどこで生まれ，人と自然がどのように関わって霞ヶ浦に至るのかを体験することができ，その中で，水が汚れていく様子を観察し，水質浄化の意識の啓発を図る。

3 　水の情報交流会

市内小学校4年生以上を対象に総合的な学習の時間などで調査した水に関するまとめの発表及び水にかかわる浄化実験。(発表校：宍塚小、荒川沖小)
4 　中学校水環境研修会

市内中学校1、2年生を対象に各中学校地区を流れる河川等の調査の発表及び霞ヶ浦の浄化についての講演会。(発表校：土浦二中、土浦四中)
5 　自然観察交流会

小中学生を対象に、体験学習を通じて板橋区との交流事業を実施。平成17年度は、市内の小中学生は板橋区エコポリスセンターと熱帯環境植物館を訪問。平成18年度は、板橋区の子供たちを霞ヶ浦、ふるさと歴史の広場や宍塚伊大池での自然観察に招き、市内の子供たちと交流。今後も一年ごとに訪ね合い学習をする。

6 　学校における環境教育の推進

各小中学校では、発達段階に応じて生活科・社会科・理科・家庭科等の教科や道徳・特別活動などの学校の教育活動を通じて、｢環境から学ぶ｣、｢環境について学ぶ｣、｢環境のために学ぶ｣を視点に環境教育が行われている。特に｢総合的な学習の時間｣においては、市内の自然環境や環境を守る施設等を活用しながら、児童・生徒が身近な環境問題について調べていく活動を行っている。また茨城県霞ヶ浦環境科学センターで行われる環境に関する事業にも取り組んでいる。

7 　環境関連生涯学習事業

各地区公民館を中心とする生涯学習においても、各種の環境学習を取り入れています。環境美化ボランティア体験、歴史探索など各種の講座・イベントを開催。

これら環境教育は奨励されるべきことであるが、これら環境教育活動が直接環境問題の解消に役立つかは疑問である。ただ市民の環境意識の啓蒙に役立っているのは確実でそのこと自体に異論はない。これら環境教育のうち⑥は日常的に行われているものである。

　霞ヶ浦の水質汚濁の背景には昭和40年以降の高度経済成長期、人口の増加にもかかわらず、公共下水道などのインフラの整備が十分なされなかった、ということがある。結果窒素やりんの除去が十分に行われず霞ヶ浦と周辺河川の富栄養化が進行している。このため市では下水処理施設の整備・普及に努めるとしているが、それらインフラの整備が必要だろう。また水質汚濁の原因のうち、最大のものは生活排水である。生活排水は市民の日常の生活の中で発生するものであり、市民意識の向上で生活排水による汚染負担は軽減できると考えられる。市民教育の目的として一つには、かつて水の都と言われた土浦市の市民の水に関する意識の高揚にあるだろう。
３.キャッチフレーズ・今後の展望

『教育』

土浦を活性化するためにはやはり、若いエネルギーが必要である。

しかし、人口や出生率は減少していくことは事実…。やはり、「女性の働きやすい環境」「子供を生みたくなる」そして「子供を育てやすい環境づくり」から都市の発展は始まると考えた。

そして育てられた子供もまたGALではなくGIRLになる土浦市を目指したい。



　また、「外から人が集まる都市」を目指すのではなく、「今、土浦に住んでいる人がより住みよくなるには」ということに重点をおいて、『教育』というコンセプトとの２本の柱でマスタープランを策定していきたい。
４.　参考、関連文献・HP

『土浦市HP』

http://www.city.tsuchiura.ibaraki.jp/index.shtml
『社団法人　土浦市観光協会HP』 

http://tutiura.727.net/yokoso/kotsu_annai.html
『財団法人土浦地区交通安全協会HP』

http://www.k4.dion.ne.jp/~tuchiura/html/01.html
『キララバスHP』

http://www.kirarabus.tsuchiura.jp/files/oshirase.html
『つちうらの環境の保全と創造』

http://www.city.tsuchiura.ibaraki.jp/section/shimin/5004/hozen/index.html
『土浦市環境白書』

『土浦市環境基本計画』

『スウェーデンにおける家族政策』

http://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2005/2005honbun/html/H3223000.html
『土浦市HP　住民基本台帳』

http://www.city.tsuchiura.ibaraki.jp/statistics/02.htm
『生活ガイド　土浦市』
http://www.seikatsu-guide.com/area/basic_city/430
図２-7　土浦市産業別推移
























































図２-5　キララバス





図２-10　少子化に関する国際意識調査








図２-9　合計特殊出生率の推移（日本及び諸外国








図２-8　女性就労数





図４-１　コンセプト図





図２-6　土浦市交通事故統計





図２-5　キララバス





図２-１　人口と世帯数の推移





図２-6　土浦市交通事故統計





図1-1　土浦市の位置


















































































































































図２-４　土浦市交通案内図











